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1　令和６年度介護報酬改定の主な事項について
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人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」「自立支援・重度化防止に向けた対
応」「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり」「制度の安定性・持続可能性の確保」を基
本的な視点として、介護報酬改定を実施。

１．地域包括ケアシステムの深化・推進

４．制度の安定性・持続可能性の確保

認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジメントや必要なサービスが切れ目なく提供されるよ
う、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

令和６年度介護報酬改定の概要

５．その他

• 質の高い公正中立なケアマネジメント
• 地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組

• 医療と介護の連携の推進
在宅における医療ニーズへの対応強化
高齢者施設等における医療ニーズへの対応強化
高齢者施設等と医療機関の連携強化

• 評価の適正化・重点化

• 報酬の整理・簡素化

介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって
安心できる制度を構築

• 看取りへの対応強化

• 感染症や災害への対応力向上

• 高齢者虐待防止の推進

• 認知症の対応力向上

• 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し

２．自立支援・重度化防止に向けた対応

• リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組等

• 自立支援・重度化防止に係る取組の推進

• LIFEを活用した質の高い介護

高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種
連携やデータの活用等を推進

介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、
処遇改善や生産性向上による職場環境の改善に向けた先進的な取
組を推進

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

• 「書面掲示」規制の見直し
• 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化
• 基準費用額（居住費）の見直し
• 地域区分

• 介護職員の処遇改善

• 生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

• 効率的なサービス提供の推進

在宅における医療・介護の連携強化

1

1令和６年度介護報酬改定の主な事項について
（令和６年１月22日社会保障審議会介護給付費分科会・「資料１」）
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目次／各サービスの改定事項
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2令和６年度介護報酬改定における改定事項について
（令和６年１月22日社会保障審議会介護給付費分科会・「参考資料１」）

本資料は改定事項の概要をお示しするものであり、算定要件等は主なものを掲載しています。
詳細については、関連の省令・告示等を御確認ください。

※�各改定事項概要欄の上部に、対象サービスを記載（介護予防についても同様の措置を講ずる場合には★を付記）
しています。

目次　※〔　〕内は原資料における掲載ページ数
１．地域包括ケアシステムの深化・推進……32〔２〕
２．自立支援・重度化防止に向けた対応……61〔63〕
３�．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた�
働きやすい職場づくり……82〔106〕
４．制度の安定性・持続可能性の確保……94〔134〕
５．その他……100〔148〕
各サービスの基本報酬……105〔161〕
各サービスの改定事項（再掲）……下記に掲載〔187〕

全サービス共通
① ３⑵⑦人員配置基準における両立支援への配慮★／ 87
② ３⑶①管理者の責務及び兼務範囲の明確化★／ 88
③ ３⑶②いわゆるローカルルールについて★／ 88
④ ５①「書面掲示」規制の見直し★／ 100
⑤ ５⑧地域区分／ 104
１．（１）訪問介護
○ 訪問介護 基本報酬／ 105
① １⑵①訪問介護における特定事業所加算の見直し／ 34
② １⑸④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

／ 54
③ １⑹①高齢者虐待防止の推進／ 54
④ １⑹②身体的拘束等の適正化の推進／ 55
⑤ １⑺①訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の

見直し／ 56
⑥ ２⑴⑮訪問系サービス及び短期入所系サービスにおけ

る口腔管理に係る連携の強化／ 70
⑦ ３⑴①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改

善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化／ 82
⑧ ３⑵①テレワークの取扱い／ 83
⑨ ４⑴①訪問介護における同一建物等居住者にサービス

提供する場合の報酬の見直し／ 94
⑩ ５②特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算

及び中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の対
象地域の明確化／ 100
⑪ ５③特別地域加算の対象地域の見直し／ 101
１．（２）訪問入浴介護
○ 訪問入浴介護 基本報酬／ 108
① １⑷②訪問入浴介護における看取り対応体制の評価／ 49
② １⑸④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

★／ 54
③ １⑹①高齢者虐待防止の推進★／ 54
④ １⑹②身体的拘束等の適正化の推進★／ 55
⑤ １⑺①訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の

見直し★／ 56
⑥ ３⑴①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改

善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化★
／ 82

⑦ ３⑵①テレワークの取扱い★／ 83
⑧ ５②特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算

及び中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の対
象地域の明確化★／ 100
⑨ ５③特別地域加算の対象地域の見直し★／ 101
１．（３）訪問看護
○ 訪問看護 基本報酬／ 108
① １⑶①専門性の高い看護師による訪問看護の評価★／ 37
② １⑶⑦円滑な在宅移行に向けた看護師による退院当日

訪問の推進★／ 40
③ １⑷③訪問看護等におけるターミナルケア加算の見直

し／ 49
④ １⑷④情報通信機器を用いた死亡診断の補助に関する

評価／ 50
⑤ １⑸④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

★／ 54
⑥ １⑹①高齢者虐待防止の推進★／ 54
⑦ １⑹②身体的拘束等の適正化の推進★／ 55
⑧ ２⑴⑮訪問系サービス及び短期入所系サービスにおけ

る口腔管理に係る連携の強化★／ 70
⑨ ３⑵①テレワークの取扱い★／ 83
⑩ ３⑶③訪問看護等における 24 時間対応体制の充実★

／ 88
⑪ ３⑶④訪問看護等における 24 時間対応のニーズに対

する即応体制の確保★／ 89
⑫ ３⑶⑤退院時共同指導の指導内容の提供方法の柔軟化

★／ 89
⑬ ４⑴②理学療法士等による訪問看護の評価の見直し★

／ 95
⑭ ５②特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算

及び中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の対
象地域の明確化★／ 100
⑮ ５③特別地域加算の対象地域の見直し★／ 101

0001-0120_介護報酬改定資料集_Ⅰ／念.indd   250001-0120_介護報酬改定資料集_Ⅰ／念.indd   25 2024/03/28   9:29:562024/03/28   9:29:56



2　改定事項について

− 78 −

（※）一定の条件の下で、サービス利用開始翌月までにデータ提出することとしても差し支えない。ただし、その場合は利用開始月は該当の加算は算定できないこととする。

（※）一定の条件の下で、サービス利用開始翌月までにデータ提出することとしても差し支えない。ただし、その場合は利用開始月は該当の加算は算定できないこととする。

（※）一定の条件の下で、サービス利用開始翌月までにデータ提出することとしても差し支えない。ただし、その場合は利用開始月は該当の加算は算定できないこととする。
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※（第○条）とあるのは、令和６年３月15日厚生労働省告示第86号第○条による改正であることを示す
■介護報酬単位の見直し（ 1～ 7  令和６年４月1日・６月１日施行）

1  指定居宅サービス費用算定基準〔指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平12厚生省告
示19）〕（第1条・第2条）……122

2  指定居宅介護支援費用算定基準〔指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平12厚生省告
示20）〕（第4条）……230

3  指定施設サービス等費用算定基準〔指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平12厚生
省告示21）〕（第5条・第6条）……235

4  指定地域密着型サービス費用算定基準〔指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平
18厚生労働省告示126）〕（第8条・第9条）……284

5  指定介護予防サービス費用算定基準〔指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平18
厚生労働省告示127）〕（第10条・第11条）……369

6  指定地域密着型介護予防サービス費用算定基準〔指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算
定に関する基準（平18厚生労働省告示128）〕（第13条・第14条）……429

7  指定介護予防支援費用算定基準〔指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平18厚生労働
省告示129）〕（第15条）……448

1 ・ 3 ～ 6  別添　介護職員等処遇改善加算の基準（令和６年６月から）……450
8  令和７年８月改正分（介護老人保健施設及び介護医療院）……456

※次の告示の改正内容を青地の囲みで記載（告示原文から一部記載を簡略化。項番変更等の改正については掲載を省略）
■ 利用者等告示＝厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平27厚生労働省告示94）：令和６年３月

15日厚生労働省告示第86号第50条・第51条により改正（52条による改正は掲載略）
■ 大臣基準告示＝厚生労働大臣が定める基準（平27厚生労働省告示95）：令和６年３月15日厚生労働省告示

第86号第53条・第54条により改正
■ 施設基準＝厚生労働大臣が定める施設基準（平27厚生労働省告示96）：令和６年３月15日厚生労働省告示

第86号第55条・第56条・第57条により改正

Ⅱ　介護給付費単位数表等新旧対照表

第239回社会保障審議会介護給付費分科会（令和６年1月22日）における諮問書・別紙「令和６年度介護報酬改定　介護報酬の見直し案」をもとに作成し、
令和６年３月15日付の官報により改正が示された範囲において内容を補正

− 121 −
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1　指定居宅サービス費用算定基準　新旧対照表

改　　正　　後 改　　正　　前

（下線部分は令和６年４月改正部分）

別表

指定居宅サービス介護給付費単位数表

１　訪問介護費

イ 身体介護が中心である場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 163単位

⑵ 所要時間20分以上30分未満の場合 244単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 387単位

⑷ 所要時間１時間以上の場合　567単位に所要時間１時間から計算

して所要時間30分を増すごとに82単位を加算した単位数

ロ 生活援助が中心である場合

⑴ 所要時間20分以上45分未満の場合 179単位

⑵ 所要時間45分以上の場合 220単位

ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合� 97単位

注１�　指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居

宅サービス基準」という。）第５条第１項に規定する指定訪問介

護事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に規定する

訪問介護員等をいう。以下同じ。）が、利用者（介護保険法施行

令（平成10年政令第412号）第３条第１項第２号に規定する厚生

労働大臣が定める者（指定居宅介護の提供に当たる者としてこど

も家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるもの等（平成18年厚生労

働省告示第538号。注11において「居宅介護従業者基準」という。）

第１条第３号、第８号及び第13号に規定する者を除く。）が指定

訪問介護（指定居宅サービス基準第４条に規定する指定訪問介護

をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、65歳に達した日の

前日において、当該指定訪問介護事業所において事業を行う事業

者が指定居宅介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号。

以下「指定障害福祉サービス等基準」という。）第４条第１項に

規定する指定居宅介護をいう。）又は重度訪問介護（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第５条第３項に規定する重度訪問介護をいう。注11

において同じ。）に係る指定障害福祉サービス（同法第29条第１

項に規定する指定障害福祉サービスをいう。注11において同じ。）

の事業を行う事業所において、指定居宅介護又は重度訪問介護に

係る指定障害福祉サービスを利用していた者に限る。）に対して、

指定訪問介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、訪問介

護計画（指定居宅サービス基準第24条第１項に規定する訪問介護

計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定訪問介護

を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

２～４　（同右）

別表

指定居宅サービス介護給付費単位数表

１　訪問介護費

イ 身体介護が中心である場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 167単位

⑵ 所要時間20分以上30分未満の場合 250単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 396単位

⑷ 所要時間１時間以上の場合　579単位に所要時間１時間から計算

して所要時間30分を増すごとに84単位を加算した単位数

ロ 生活援助が中心である場合

⑴ 所要時間20分以上45分未満の場合 183単位

⑵ 所要時間45分以上の場合 225単位

ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合� 99単位

注１�　指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居

宅サービス基準」という。）第５条第１項に規定する指定訪問介

護事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に規定する

訪問介護員等をいう。以下同じ。）が、利用者（介護保険法施行

令（平成10年政令第412号）第３条第１項第２号に規定する厚生

労働大臣が定める者（指定居宅介護の提供に当たる者としてこど

も家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるもの等（平成18年厚生労

働省告示第538号。注９において「居宅介護従業者基準」という。）

第１条第３号、第８号及び第13号に規定する者を除く。）が指定

訪問介護（指定居宅サービス基準第４条に規定する指定訪問介護

をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、65歳に達した日の

前日において、当該指定訪問介護事業所において事業を行う事業

者が指定居宅介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号。

以下「指定障害福祉サービス等基準」という。）第４条第１項に

規定する指定居宅介護をいう。）又は重度訪問介護（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第５条第３項に規定する重度訪問介護をいう。注９

において同じ。）に係る指定障害福祉サービス（同法第29条第１

項に規定する指定障害福祉サービスをいう。注９において同じ。）

の事業を行う事業所において、指定居宅介護又は重度訪問介護に

係る指定障害福祉サービスを利用していた者に限る。）に対して、

指定訪問介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、訪問介

護計画（指定居宅サービス基準第24条第１項に規定する訪問介護

計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定訪問介護

を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

２　イについては、訪問介護員等（介護福祉士、介護保険法施行規

則（平成11年厚生省令第36号）第22条の23第１項に規定する介護

職員初任者研修課程を修了した者及び介護保険法施行令第３条第

１項第２号に規定する者に限る。注４において同じ。）が、身体

介護（利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを行うた

めに必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必

要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助をいう。以下同

じ。）が中心である指定訪問介護を行った場合に所定単位数を算

定する。なお、身体介護が中心である指定訪問介護の所要時間が

20分未満である場合は、イ⑴の所定単位数を、身体介護が中心で

ある指定訪問介護の所要時間が20分未満であって、かつ、別に厚

生労働大臣が定める基準に適合するものとして、厚生労働省の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を

行おうとする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回

線を通じて情報が送信され、厚生労働省の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの（やむを得な

い事情により当該方法による届出を行うことができない場合に

あっては、電子メールの利用その他の適切な方法とする。以下

「電子情報処理組織を使用する方法」という。）により、都道府県

知事（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の

指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第252条の22第１

項の中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定都市又

1－ １　訪問介護費（単位数表）　新旧対照表
●令和６年４月改正分（６月改正分→129頁）
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１　訪問介護費

改　　正　　後 改　　正　　前

改　　正　　後 改　　正　　前

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届

出を行った指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を

行った場合は、イからヘまでにより算定した単位数の1000分の24に

相当する単位数を所定単位数に加算する。

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金

の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届

出を行った指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を

行った場合は、イからトまでにより算定した単位数の1000分の24に

相当する単位数を所定単位数に加算する。

【大臣基準告示】四の三　介護職員等ベースアップ等支援加算の基準

　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ 介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額

以上となり、かつ、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の三分の二以上を基本給又は決

まって毎月支払われる手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

ロ～へ　（略）

別表

指定居宅サービス介護給付費単位数表

１　訪問介護費

イ～ト　（略）

チ 介護職員処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の

改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する方

法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日ま

での間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）　イからトまでにより算定した単

位数の1000分の137に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）　イからトまでにより算定した単

位数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）　イからトまでにより算定した単

位数の1000分の55に相当する単位数

（新設）

別表

指定居宅サービス介護給付費単位数表

１　訪問介護費

イ～ト　（略）

チ 介護職員等処遇改善加算

注１�　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の

改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。

⑴ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）　イからトまでにより算定し

た単位数の1000分の245に相当する単位数

⑵ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）　イからトまでにより算定し

た単位数の1000分の224に相当する単位数

⑶ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）　イからトまでにより算定し

た単位数の1000分の182に相当する単位数

⑷ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）　イからトまでにより算定し

た単位数の1000分の145に相当する単位数

２　令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に

適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、

老健局長が定める様式による届出を行った指定訪問介護事業所

（注１の加算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、指

定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。

⑴ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑴　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の221に相当する単位数

⑵ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑵　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の208に相当する単位数

⑶ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑶　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の200に相当する単位数

⑷ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑷　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の187に相当する単位数

⑸ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑸　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の184に相当する単位数

⑹ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑹　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の163に相当する単位数

⑺ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑺　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の163に相当する単位数

⑻ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑻　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の158に相当する単位数

⑼ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑼　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の142に相当する単位数

⑽ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑽　イからトまでにより算定

した単位数の1000分の139に相当する単位数

⑾ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑾　イからトまでにより算定

●令和６年６月改正分 （波線部分は令和６年６月改正部分）
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1・3～6　別添

こと。

⑻ ⑵の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃

金改善に関するものを除く。）及び当該職員の処遇改善に要する費用

の見込額を全ての職員に周知していること。

⑼ ⑻の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適

切な方法により公表していること。

⑽ 訪問介護費における特定事業所加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを

届け出ていること。

【準用する場合のイ⑽の読替え】

〔訪問入浴介護・通所系サービス（いずれも介護予防サービスを含む）〕

→各サービスにおけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の

いずれかを届け出ていること。

〔特定施設入居者生活介護〕

→特定施設入居者生活介護費における入居継続支援加算（Ⅰ）若しく

は（Ⅱ）又はサービス提供体制強化加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）のい

ずれかを届け出ていること。

〔介護予防特定施設入居者生活介護〕

→介護予防特定施設入居者生活介護費におけるサービス提供体制強化

加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを届け出ていること。

〔介護福祉施設サービス〕

→介護福祉施設サービスにおける日常生活継続支援加算（Ⅰ）若しく

は（Ⅱ）又はサービス提供体制強化加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）のい

ずれかを届け出ていること。

〔介護保健施設サービス・介護医療院サービス〕

→各サービスにおけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の

いずれかを届け出ていること。

ロ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）　イ⑴から⑼までに掲げる基準のいず

れにも適合すること。

ハ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）　イ⑴㈠及び⑵から⑻までに掲げる基

準のいずれにも適合すること。

ニ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）　イ⑴㈠、⑵から⑹まで、⑺㈠から㈣

まで及び⑻に掲げる基準のいずれにも適合すること。

ホ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑴　次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。

⑴ 令和六年五月三十一日において現に指定居宅サービスに要する費用

の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示（令和六年厚生労働

省告示第八十六号）による改正前の指定居宅サービス介護給付費単位

数表（以下「旧指定居宅サービス介護給付費単位数表」という。）の

訪問介護費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等特定

処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ

等支援加算を届け出ていないこと。

【準用する場合のホ⑴等の読替え】

　改正前の指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「旧指定居宅

サービス介護給付費単位数表」という。）

→〔各サービスに応じ、「旧施設サービス等介護給付費単位数表」「旧

介護予防サービス介護給付費単位数表」と読み替える〕

⑵ イ⑴㈡及び⑵から⑽までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

ヘ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑵　次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。

⑴ 令和六年五月三十一日において現に旧指定居宅サービス介護給付費

単位数表の訪問介護費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）、介護職

員等特定処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算

を届け出ていること。

⑵ イ⑴㈡、⑵から⑹まで、⑺㈠から㈣まで及び⑻から⑽までに掲げる

基準のいずれにも適合すること。

ト 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑶　次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。

⑴ 令和六年五月三十一日において現に旧指定居宅サービス介護給付費

単位数表の訪問介護費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び介護

職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介護職員等

ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。

⑵ イ⑴㈡及び⑵から⑼までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

チ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）⑷　次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。

⑴ 令和六年五月三十一日において現に旧指定居宅サービス介護給付費

【大臣基準告示】四　訪問介護費における介護職員等処遇改善加算の基準

〔編注〕�第四号の規定は、次のサービスに係る介護職員等処遇改善加算

の基準において準用される。

１．他の居宅サービス及び介護予防サービス（いずれも短期

入所系を除く）

２．施設サービス

３．総合事業における指定相当訪問型サービス

イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも適合す

ること。

⑴ 介護職員その他の職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下

「賃金改善」という。）について、次に掲げる基準のいずれにも適合

し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額（賃金改善に伴う法定福利

費等の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同じ。）が介護

職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画を

策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

㈠　当該指定訪問介護事業所が仮に介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）を

算定した場合に算定することが見込まれる額の二分の一以上を基本

給又は決まって毎月支払われる手当に充てるものであること。

㈡　当該指定訪問介護事業所において、介護福祉士であって、経験及

び技能を有する介護職員と認められる者（以下「経験・技能のある

介護職員」という。）のうち一人は、賃金改善後の賃金の見込額が

年額四百四十万円以上であること。ただし、介護職員等処遇改善加

算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改

善が困難である場合はこの限りでないこと。

⑵ 当該指定訪問介護事業所において、⑴の賃金改善に関する計画、当

該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇

改善の計画等を記載した介護職員等処遇改善計画書を作成し、全ての

職員に周知し、都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第

六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都

市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以

下「中核市」という。）にあっては、指定都市又は中核市の市長。第

三十五号を除き、以下同じ。）に届け出ていること。

【準用する場合のイ⑵等の読替え】

〔総合事業の指定相当訪問型サービス費〕

都道府県知事（地方自治法…以下同じ。）に届け出ていること。

→市町村長に届け出ていること。

※以下、「都道府県知事」とあるのは「市町村長」に読み替える。

⑶ 介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施するこ

と。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業

の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金

改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について

都道府県知事に届け出ること。

⑷ 当該指定訪問介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職

員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和二十二

年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第

五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）、労働安全衛

生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用保険法（昭和四十九年法

律第百十六号）その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に

処せられていないこと。

⑹ 当該指定訪問介護事業所において、労働保険料（労働保険の保険料

の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）第十条第二項

に規定する労働保険料をいう。以下同じ。）の納付が適正に行われて

いること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

㈠　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職

員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。

㈡　㈠の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知し

ていること。

㈢　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に

係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

㈣　㈢について、全ての介護職員に周知していること。

㈤　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定

の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。

㈥　㈤について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している

1・3～6 別添　介護職員等処遇改善加算の基準（令和 ６ 年 ６ 月から）
❶短期入所系サービスを除く居宅サービス・介護予防サービス／施設サービス／総合事業における指定相当訪問型サービス
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Ⅲ　介護報酬の算定構造
１　�
1-1 訪問介護費／460
2-1 訪問入浴介護費／462
3-1 訪問看護費【令和 6年 6月改定】／464

4-1  訪問リハビリテーション費【令和 6 年 6 月
改定】／468

5-1  居宅療養管理指導費【令和 6 年 6 月改定】
／470

6-1 通所介護費／472
7-1  通所リハビリテーション費【令和 6 年 6 月

改定】／478
8-1 短期入所生活介護費／486
9-1	 短期入所療養介護費

イ  介護老人保健施設／490
ロ	療養病床を有する病院／498
ハ	診療所／506
ホ		介護医療院／510

10-1	 特定施設入居者生活介護費／518
11-1	 福祉用具貸与費／515

２　
1  定期巡回・随時対応型訪問介護看護費／522
2 夜間対応型訪問介護費／524
3 地域密着型通所介護費／526
4-1 認知症対応型通所介護費／528
5-1 小規模多機能型居宅介護費／534
6-1 認知症対応型共同生活介護費／538
7 地域密着型特定施設入居者生活介護費／542
8  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

／544
9 複合型サービス費／548

３　
1 居宅介護支援費／550

４　
1	 介護福祉施設サービス／552
2	 介護保健施設サービス／562
3	 介護医療院サービス／556

1-2 総合事業の訪問型サービス費（独自）／503
2-2 介護予防訪問入浴介護費／463
3-2  介護予防訪問看護費【令和 6 年 6 月改定】

／466
4-2  介護予防訪問リハビリテーション費【令和 6

年 6月改定】／468
5-2  介護予防居宅療養管理指導費【令和 6 年 6

月改定】／470
6-2 総合事業の通所型サービス費（独自）／476
7-2  介護予防通所リハビリテーション費【令和 6

年 6月改定】／484
8-2 介護予防短期入所生活介護費／488
9-2 介護予防短期入所療養介護費

イ	介護老人保健施設／494
	 ロ	療養病床を有する病院／504
	 ハ	診療所／508
	 ホ	介護医療院／516
10-2 介護予防特定施設入居者生活介護費／520
11-2 介護予防福祉用具貸与費／515

4-2 介護予防認知症対応型通所介護費／532
5-2 介護予防小規模多機能型居宅介護費／536
6-2 介護予防認知症対応型共同生活介護費／540

2 介護予防支援費／551
3 総合事業の介護予防ケアマネジメント費／551

単位数算定記号の説明
＋○○単位	 ⇒　所定単位数＋○○単位
−○○単位	 ⇒　所定単位数−○○単位
×○○／ 100　⇒　所定単位数×○○／ 100
＋○○／ 100　⇒　所定単位数＋所定単位数×○○／100
−○○／ 100　⇒　所定単位数−所定単位数×○○／100

令和６年３月 18日国保連インターフェースの「資料１	
介護報酬の算定構造のイメージ（R6.4.1）（案）／介護
報酬の算定構造のイメージ（R6.6.1）（案）」等をもと
に作成。なお、関連する情報として、同「資料２	介護
給付費単位数等サービスコード表（案）」等を『介護報
酬	改正点の解説	令和６年４月版』特設ページに別掲し
ています。

　　�指定居宅サービス・指定介護予防サービス等の介護報酬の算定構造……460

　　指定地域密着型サービス・指定地域密着型介護予防サービスの介護報酬の算定構造……522

　　指定居宅介護支援・指定介護予防支援等の介護報酬の算定構造……550

　　指定施設サービス等の介護報酬の算定構造……552
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7-1 通所リハビリテーション費【令和6年6月改定】

⑴1時間以上
2時間未満

基本部分

×70/100 ×70/100 ＋5/100

１日に
つき
＋30
単位

8時間以上9時間未満
の場合 ＋50単位

9時間以上10時間未満
の場合 ＋100単位

10時間以上11時間未満
の場合 ＋150単位

11時間以上12時間未満
の場合 ＋200単位

12時間以上13時間未満
の場合 ＋250単位

13時間以上14時間未満
の場合 ＋300単位

１日に
つき

＋100
単位

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑵2時間以上
3時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑶3時間以上
4時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑷4時間以上
5時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑸5時間以上
6時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑹6時間以上
7時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

⑺7時間以上
8時間未満

要介護1（ 単位）
要介護2（ 単位）
要介護3（ 単位）
要介護4（ 単位）
要介護5（ 単位）

イ
通
常
規
模
の
事
業
所
の
場
合
＊

１日に
つき

＋110
単位

重
度
療
養
管
理
加
算

中
山
間
地
域
等
に
居
住
す
る
者
へ
の
サ
ー

ビ
ス
提
供
加
算

短
期
集
中
個
別
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

実
施
加
算

生
活
行
為
向
上
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

実
施
加
算

１日に
つき
＋20
単位

中
重
度
者
ケ
ア
体
制
加
算

１日に
つき
－94
単位

事
業
所
と
同
一
建
物
に
居
住
す
る
者
又

は
同
一
建
物
か
ら
利
用
す
る
者
に
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
場
合

片道に
つき
－47
単位

事
業
所
が
送
迎
を
行
わ
な
い
場
合

口
腔
機
能
向
上
加
算
（
Ⅰ
）

１月に
つき
＋50
単位

栄
養
ア
セ
ス
メ
ン
ト
加
算

1月に
つき
＋40
単位

科
学
的
介
護
推
進
体
制
加
算

７
時
間
以
上
８
時
間
未
満
の
通
所
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
前
後
に
日
常
生
活

上
の
世
話
を
行
う
場
合

理
学
療
法
士
等
体
制
強
化
加
算

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
提
供
体
制
加
算

医
師
、
理
学
療
法
士
・
作
業
療
法
士
・

言
語
聴
覚
士
、
看
護
・
介
護
職
員
の
員

数
が
基
準
に
満
た
な
い
場
合

利
用
者
の
数
が
利
用
定
員
を
超
え
る
場

合

又
は

若
年
性
認
知
症
利
用
者
受
入
加
算

１日に
つき
＋60
単位

栄
養
改
善
加
算

１回に
つき

＋200
単位

(月2回
を限度)

１回に
つき

＋5単位
(6月
に1回

を限度)

口
腔
機
能
向
上
加
算
（
Ⅱ
）
イ

口
腔
機
能
向
上
加
算
（
Ⅱ
）
ロ

１回に
つき

＋155
単位

(月2回
を限度)

認
知
症
短
期
集
中
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
実
施
加
算
（
Ⅱ
）

認
知
症
短
期
集
中
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
実
施
加
算
（
Ⅰ
）

１日に
つき

＋240
単位

(週2日
を限度)

口
腔
・
栄
養
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
加
算

（
Ⅰ
）

１回に
つき
＋20
単位
(6月
に1回

を限度)

１回に
つき

＋150
単位

(月2回
を限度)

１月に
つき

＋1,920
単位

〔次ページに続く〕

３時間以上
４時間未満

の場合
＋12単位

４時間以上
５時間未満

の場合
＋16単位

５時間以上
６時間未満

の場合
＋20単位

６時間以上
７時間未満

の場合
＋24単位

７時間以上
の場合

＋28単位

入
浴
介
助
加
算
（
Ⅰ
）

入
浴
介
助
加
算
（
Ⅱ
）

１日に
つき
＋40
単位

１日に
つき
＋60
単位

利用開始日
の属する月

から
６月以内

１月につき
＋1,250

単位

〔編注〕＊事務連絡では「病院又は診療所の場合」と「介護老人保健施設の場合」と「介護医療院の場合」とで分けられていますが、
本書ではまとめて掲載しました。

369
398
429
458
491

383
439
498
555
612

486
565
643
743
842

553
642
730
844
957

622
738
852
987

1,120

715
850
981

1,137
1,290

762
903

1,046
1,215
1,379

＋3/100

感
染
症
又
は
災
害
の
発
生
を
理
由
と
す

る
利
用
者
数
の
減
少
が
一
定
以
上
生
じ

て
い
る
場
合

高
齢
者
虐
待
防
止
措
置
未
実
施
減
算

業
務
継
続
計
画
未
策
定
減
算

口
腔
・
栄
養
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
加
算

（
Ⅱ
）

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

加
算

－1/100 －1/100

注 注注 注注 注 注注 注 注 注 注注 注注 注 注注 注注注注 注

リハビリテー
ションマネジメ
ント加算（イ）

同意日の属
する月から
６月以内

１月につき
＋560単位
同意日の属
する月から

６月超
１月につき
＋240単位
リハビリテー

ションマネジメ
ント加算（ロ）
同意日の属
する月から
６月以内

１月につき
＋593単位

同意日の属
する月から

６月超
１月につき
＋273単位
リハビリテー

ションマネジメ
ント加算（ハ）
同意日の属
する月から
６月以内

１月につき
＋793単位
同意日の属
する月から

６月超
１月につき
＋473単位

事業所の
医師が利用者
又はその家族
に対して説明
し、利用者の
同意を得た

場合
１月に
つき

＋270単位

1回に
つき

＋160
単位

（月2回
を限度）

※業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和7年3月
31日までの間適用しない。

居
宅
サ
ー
ビ
ス
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
・

地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

居
宅
介
護
支
援
・
介
護
予
防
支
援
等

施
設
サ
ー
ビ
ス
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2 介護保健施設サービス（続き）

処遇改善関連加算 （１月につき＋所定単位×●）
〔●の算定割合は別表4－２参照〕

注
所定単位は、イからマまでにより算定した単位数の
合計

※ＰＴ・ＯＴ・ＳＴによる人員配置減算を適用する場合には、短期集中リハビリテーション実施加算、認知症短期集中リハビリテーション実施加算を適用しない。
※イ⑷及びロ⑷を適用する場合には、（※２）を適用しない。
※業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和7年3

月31日までの間適用しない。

ケ 介護職員処遇改善加算 フ 介護職員等特定処遇改善加算 コ 介護職員等ベースアップ等支援加算
（Ⅰ）3.9％　（Ⅱ）2.9％　（Ⅲ）1.6％

改定前
３加算の
取得状況

ケ
フ

（Ⅴ）区分
加算率

コ

（Ⅰ）2.1％　（Ⅱ）1.7％ 0.8％

令和６年５月まで〔３加算の併算定可〕

ケ 介護職員等処遇改善加算
（Ⅰ）7.5％　（Ⅱ）7.1％　（Ⅲ）5.4％　（Ⅳ）4.4％　（Ⅴ）〔加算率等は下記のとおり／（Ⅴ）は令和７年３月まで算定可〕

令和６年６月から〔３加算を統合〕

【別表4－２】処遇改善関連加算と加算割合　※算定記号上「○○／100」等で示される算定割合は「％」で表記

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁
6.7％ 6.5％ 6.3％ 6.1％ 5.7％ 5.3％ 5.2％ 4.6％ 4.8％ 4.4％ 3.6％ 4.0％ 3.1％ 2.3％

 （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅱ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅰ） （Ⅲ） （Ⅲ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅲ） （Ⅲ）
 （Ⅰ） （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅱ） （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅰ） なし （Ⅱ） （Ⅰ） なし （Ⅱ） なし なし

なし 有 なし 有 なし なし 有 なし 有 なし なし なし 有 なし

⑴口腔衛生管理加算（Ⅰ）（1月につき　90単位を加算）

⑵口腔衛生管理加算（Ⅱ）（1月につき　110単位を加算）
ヲ 口腔衛生管理加算（※2）

注　歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者
に対し、口腔ケアを月２回以上行い、当該入所者
に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体
的な技術的助言及び指導を行った場合

ワ 療養食加算（1回につき  6単位を加算（１日に３回を限度））
カ 在宅復帰支援機能加算（療養型老健に限り1日につき  10単位を加算）

⑴かかりつけ医連携
薬剤調整加算（Ⅰ）

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ
（入所者1人につき1回を限度として140単位を加算）
かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）ロ

（入所者1人につき1回を限度として70単位を加算）
⑵かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）

（入所者１人につき１回を限度として240単位を加算）
⑶かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）

（入所者１人につき１回を限度として100単位を加算）

ヨ かかりつけ医連携薬剤調整加算
(※２）

タ 緊急時施設療養費 ⑴緊急時治療管理

ソ 認知症専門ケア加算

ツ 認知症チームケア推進加算

⑴認知症専門ケア加算（Ⅰ）（1日につき  3単位を加算）
⑵認知症専門ケア加算（Ⅱ）（1日につき  4単位を加算）
⑴認知症チームケア推進加算（Ⅰ） （1月につき　150単位を加算）
⑵認知症チームケア推進加算（Ⅱ） （1月につき　120単位を加算）

オ 高齢者施設等感染対策向上加算
⑴高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） （1月につき　10単位を加算）
⑵高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） （1月につき　5単位を加算）

ヤ 生産性向上推進体制加算
⑴生産性向上推進体制加算（Ⅰ） （1月につき　100単位を加算）
⑵生産性向上推進体制加算（Ⅱ） （1月につき　10単位を加算）

療養型老健以外の場合
（1月に1回3日を限度に､1日につき 単位を算定）

療養型老健の場合
（1月に1回3日を限度に､1日につき 単位を算定）

⑵特定治療

レ 所定疾患施設療養費（※2）
⑴所定疾患施設療養費（Ⅰ）
（1月に1回7日を限度に､1日につき 単位を算定）
⑵所定疾患施設療養費（Ⅱ）
（1月に1回10日を限度に､1日につき480単位を算定）

518

518

239

ナ リハビリテーションマネジメント
計画書情報加算（※2）

⑴リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）
（1月につき　53単位を加算）

⑵リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）
（1月につき　33単位を加算）

ネ 認知症行動・心理症状
緊急対応加算

療養型老健以外の場合（入所後7日に限り  1日につき200単位を加算）
療養型老健の場合（入所後7日に限り  1日につき200単位を加算）

⑴褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）（1月につき　3単位を加算）
⑵褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）（1月につき　13単位を加算）

ラ 褥瘡マネジメント加算（※2）
（イ⑴、ロ⑴を算定する場合のみ算定）

⑴科学的介護推進体制加算（Ⅰ）（1月につき　40単位を加算）
⑵科学的介護推進体制加算（Ⅱ）（1月につき　60単位を加算）

ヰ 科学的介護推進体制加算（※2）

⑴排せつ支援加算（Ⅰ）（1月につき　10単位を加算）
⑵排せつ支援加算（Ⅱ）（1月につき　15単位を加算）
⑶排せつ支援加算（Ⅲ）（1月につき　20単位を加算）

ム 排せつ支援加算（※2）

ウ 自立支援促進加算（※2）（1月につき　300単位を加算）

ク 新興感染症等施設療養費 （1月に1回、連続する5日を限度として　240単位を算定）

ノ 安全対策体制加算（※2）（入所者1人につき1回を限度として20単位を算定）

マ サービス提供体制強化加算
⑴サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　（1日につき　22単位を加算）
⑵サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　（1日につき　18単位を加算）
⑶サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　（1日につき　6単位を加算）

居
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ー
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ス
・
介
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予
防
サ
ー
ビ
ス
等

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
・
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密
着
型
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予
防
サ
ー
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ス

居
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介
護
支
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・
介
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予
防
支
援
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施
設
サ
ー
ビ
ス
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Ⅳ　基準省令等の改正
令和６年４月１日（一部６月１日）施行

　（�令和６年１月25日厚生労働省令第16号「指定居宅サービス等の事業の人員、
設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令」による改正）

１　�指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営に関する基準【平11厚生省令37】［改正省令第１
条］……568

２　�指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営に関する基準【平11厚生省令37】［改正省令第２
条］《令和６年６月１日施行》……585

３　�指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に
関する基準【平11厚生省令38】［改正省令第３条］……
590

４　�指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準【平18厚生労働省令34】［改正
省令第４条］……593

５　�指定介護予防サービス等の事業の人員、設備
及び運営並びに指定介護予防サービス等に係
る介護予防のための効果的な支援の方法に
関する基準【平18厚生労働省令35】［改正省令第５条］
……608

６　�指定介護予防サービス等の事業の人員、設備
及び運営並びに指定介護予防サービス等に係
る介護予防のための効果的な支援の方法に関
する基準【平18厚生労働省令35】［改正省令第６条］《令
和６年６月１日施行》……622

７　�指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並
びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準【平18厚
生労働省令37】［改正省令第７条］……627

８　�指定地域密着型介護予防サービスの事業の人
員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護
予防サービスに係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準【平18厚生労働省令36】
［改正省令第８条］……630

９　�指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運
営に関する基準【平11厚生省令39】［改正省令第10条］
……635

10　�介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び
に運営に関する基準【平11厚生省令40】［改正省令第
11条］……638

11　�介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営
に関する基準【平30厚生労働省令５】［改正省令第14条］
……641

12　�介護保険法施行規則【平11厚生省令36】［改正省令
第15条］……643

13　�介護保険法施行規則【平11厚生省令36】［改正省令
第16条］《令和６年６月１日施行》……648

14　�指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営に関する基準等の一部を改正する省令【令
３厚生労働省令９】［改正省令第17条］……649

15　�基準省令の経過措置等［改正省令附則］……651

１～14は、官報に掲載された改正内容に準じて、新旧対照条文の形式で掲載した。
なお、以下の省令についても、令和６年厚生労働省令第16号により改正されているが、本書では掲載を見送った。

■養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）／改正省令第９条により改正
■特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）／改正省令第12条により改正
■軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成20年厚生労働省令第107号）／改正省令第13条により改正
■老人福祉法施行規則（昭和38年厚生省令第28号）／改正省令第18条により改正
■�厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令（平成17年厚生労働省令第44号）
／改正省令第19条・第20条により改正
■厚生労働省関係地域再生法施行規則（平成28年厚生労働省令第94号）／改正省令第21条により改正
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1　指定居宅サービス等の指定基準【改正：令６ 省令16・第１条】

改　　正　　後 改　　正　　前

６　（略）

（新設）

（記録の整備）

第139条の２　（略）

２　指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２

年間保存しなければならない。

一　（略）

二　次条において準用する第19条第２項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録

三　第128条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

四　次条において準用する第26条に規定する市町村への通知に係る記録

五　次条において準用する第36条第２項に規定する苦情の内容等の記録

六　次条において準用する第37条第２項に規定する事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録

第５節　ユニット型指定短期入所生活介護の事業の基本方針並び

に設備及び運営に関する基準

第３款　運営に関する基準

（指定短期入所生活介護の取扱方針）

第140条の７　（略）

２～７　（略）

（新設）

８　（略）

（勤務体制の確保等）

第140条の11の２　（略）

２～４　（略）

（新設）

５　（略）

（準用）

第140条の13　第125条、第126条、第129条、第132条から第134条まで、第

令和７年３月31日までの間は、新居宅サービス等基準第128条第６項の

規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とす

る。〔改正省令附則第３条参照〕

７　（略）

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置）

第139条の２　指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活介

護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産

性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定短期入所生活介護事

業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負

担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。

令和９年３月31日までの間は、新居宅サービス等基準第139条の２の規

定中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。〔改

正省令附則第４条参照〕

（記録の整備）

第139条の３　（略）

２　指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介

護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２

年間保存しなければならない。

一　（略）

二　次条において準用する第19条第２項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録

三　第128条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

四　次条において準用する第26条の規定による市町村への通知に係る記

録

五　次条において準用する第36条第２項の規定による苦情の内容等の記

録

六　次条において準用する第37条第２項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録

第５節　ユニット型指定短期入所生活介護の事業の基本方針並び

に設備及び運営に関する基準

第３款　運営に関する基準

（指定短期入所生活介護の取扱方針）

第140条の７　（略）

２～７　（略）

８　ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を

図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

一　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上

開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

知徹底を図ること。

二　身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

三　介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。

令和７年３月31日までの間は、新居宅サービス等基準第140条の７第８

項の規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」

とする。〔改正省令附則第３条参照〕

９　（略）

（勤務体制の確保等）

第140条の11の２　（略）

２～４　（略）

５　ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット型施設

の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。

６　（略）

（準用）

第140条の13　第125条、第126条、第129条、第132条から第134条まで、第
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Ⅴ　関係告示（3月15日）
・３月15日に官報に掲載された介護報酬改定に関係する告示を分類・整理して収載した。
・項番変更や、介護療養型医療施設の廃止等に伴う形式改正に係る箇所は本書では掲載を省略し、〔掲載略〕と表示した。
・このほか、紙幅の都合上、収載を見送った告示がある（次頁参照）。　　・総合事業に関連する告示はⅧ章に収載した。

告示名 施行日 条番号※ 掲載頁
※令和６年３月15日厚生労働省告示第86号第○条による改正であることを示す

1　介護給付費単位数表（Ⅱ章）に関連する告示（別掲告示）
１ 一単位の単価　厚生労働大臣が定める一単位の単価（平27厚生労働省告示93） 令6.4.1 49条 655
－ 利用者等告示　厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平27厚生労働省告示94） 令6.4.1 50条 Ⅱ章に青

枠で掲載令6.6.1 51条
令7.8.1 52条

－ 大臣基準告示　厚生労働大臣が定める基準（平27厚生労働省告示95） 令6.4.1 53条
令6.6.1 54条

－ 施設基準　厚生労働大臣が定める施設基準（平27厚生労働省告示96） 令6.4.1 55条
令6.6.1 56条
令7.8.1 57条

２ 定員超過利用・人員基準欠如の場合の報酬減算の基準　厚生労働大臣が定める利用者等の数の
基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平12厚生省告示27）

令6.4.1 18条 657

３ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準　厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に
関する基準（平12厚生省告示29）

令6.4.1 19条 657

４ 特定診療費及び特別診療費に係る指導管理等及び単位数　厚生労働大臣が定める特定診療費及
び特別診療費に係る指導管理等及び単位数（平12厚生省告示30）

令6.4.1 20条 662

５ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費等のサービス及び単位数等　厚生労働大臣が定
める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防特定施設
入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位数（平18厚
生労働省告示165）

令6.4.1 39条 668
令6.4.1 60条 －※
令6.6.1 40条 669

－ 夜間対応型訪問介護費に係る単位数　厚生労働大臣が定める夜間対応型訪問介護費に係る単位
数（平18厚生労働省告示263）

令6.4.1 41条 Ⅱ章に青
枠で掲載

※�令和５年厚生労働省告示第125号「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示」の一部
改正＝電子情報処理組織を使用する方法で、老健局長が定める様式により届け出ていることを算定要件とする改正内容（経
過措置あり）を、外部サービス利用型特定施設入居者生活介護等においても適用するもの
2　�区分支給限度基準額関係
区分支給限度基準額の算定に含めない加算等　介護保険法施行規則第68条第３項及び第87条第３
項に規定する厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額（平12厚生省告示38）

※１　項番変更及び介護職員等処遇改善加算への一本化に伴う形式改正
※２　項番変更に伴う形式改正

令6.4.1 22条 670
令6.6.1 23条 －※１
令7.8.1 24条 －※２

3　�居住費・滞在費関係� ※介護療養型医療施設の廃止に伴う字句修正
１ 居住費・滞在費の基準費用額　介護保険法第51条の３第２項第二号に規定する特定介護保険施
設等における居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を勘案して厚生労
働大臣が定める費用の額並びに同法第61条の３第２項第二号に規定する特定介護予防サービス
事業者における滞在に要する平均的な費用の額及び事業所の状況その他の事情を勘案して厚生
労働大臣が定める費用の額（平17厚生労働省告示412）

令6.4.1 29条 －※
令6.8.1 30条 671
令7.8.1 31条

２ 居住費・滞在費の負担限度額　介護保険法第51条の３第２項第二号に規定する居住費の負担限
度額及び同法第61条の３第２項第二号に規定する滞在費の負担限度額（平17厚生労働省告示
414）

令6.4.1 32条 －※
令6.8.1 33条 674
令7.8.1 34条

３ 居住費の特定負担限度額（旧措置入所者）　介護保険法施行法第13条第５項第二号に規定する
居住費の特定負担限度額（平17厚生労働省告示418）

令6.8.1 36条 675

4　�福祉用具関係
特定福祉用具の種目及び特定介護予防福祉用具の種目　厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売
に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護
予防福祉用具の種目（平11厚生省告示94）

令6.4.1 16条 677

5　�地域関係　�以下の告示において、「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法〔中略〕第２条第１項に規定する過疎
地域」とあるのを「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法〔中略〕第２条第２項により公示された
過疎地域」と改正（対象地域の明確化）

－ 離島等の地域の基準　厚生労働大臣が定める特例居宅介護サービス費等の支給に係る離島その
他の地域の基準（平11厚生省告示99）

令6.4.1 17条 －

１ 中山間地域等　厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平21厚生労働省告示83） 令6.4.1 45条 677
令6.6.1 46条 －※

２ 特別地域加算に係る地域　厚生労働大臣が定める地域（平24厚生労働省告示120） 令6.4.1 47条 677
令6.6.1 48条
※ 項番変更に伴う形式改正

附則（施行期日及び経過措置）……678
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1－２　利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法　

− 657 −

改　　正　　後 改　　正　　前

改　　正　　後 改　　正　　前

（下線部分は改正部分）

一～三　（略）

四　〔掲載略〕

五　（略）

五の二　厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び看護職員等の員数の

基準並びに地域密着型通所介護費の算定方法

イ　（略）

ロ 指定療養通所介護の利用者の数が次の表の上〔左〕欄に掲げる基準

に該当する場合における地域密着型通所介護費（療養通所介護費に限

る。）については、同表の下〔右〕欄に掲げるところにより算定する。

（略） （略）

ハ （略）

ニ 指定療養通所介護事業所の看護職員又は介護職員の員数が次の表の

上〔左〕欄に掲げる員数の基準に該当する場合における地域密着型通

所介護費（療養通所介護費に限る。）については、同表の下〔右〕欄

に掲げるところにより算定する。

（略） （略）

六～十三　（略）

十四　厚生労働大臣が定める入院患者の数の基準及び医師等の員数の基

準並びに介護療養施設サービス費の算定方法

〔以下掲載略〕

一～三　（略）

四　〔掲載略；介護療養型医療施設の廃止に伴う改正〕

五　（略）

五の二　厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び看護職員等の員数の

基準並びに地域密着型通所介護費の算定方法

イ　（略）

ロ 指定療養通所介護の利用者の数が次の表の上〔左〕欄に掲げる基準

に該当する場合における地域密着型通所介護費（療養通所介護費及び

短期利用療養通所介護費に限る。）については、同表の下〔右〕欄に

掲げるところにより算定する。

（略） （略）

ハ　（略）

ニ 指定療養通所介護事業所の看護職員又は介護職員の員数が次の表の

上〔左〕欄に掲げる員数の基準に該当する場合における地域密着型通

所介護費（療養通所介護費及び短期利用療養通所介護費に限る。）に

ついては、同表の下〔右〕欄に掲げるところにより算定する。

（略） （略）

六～十三　（略）

十四　削除

1－ 2　�厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費
等の算定方法（平成１2年厚生省告示第27号）（抄）

●令和６年４月１日施行

（下線部分は改正部分）

一　指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

イ （略）

ロ 併設型短期入所生活介護費又は併設型ユニット型短期入所生活介護

費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に

関する基準

⑴ 併設型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

㈠　当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サービス基準第百

二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム（老人

福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の五に規定す

る特別養護老人ホームをいい、ユニット型特別養護老人ホーム

（特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成十一年

厚生省令第四十六号）第三十二条に規定するユニット型特別養護

老人ホームをいう。以下同じ。）を除く。以下同じ。）である場合

の指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基

準

　夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであるこ

と。

ａ～ｅ　（略）

ｆ　ｂからｅまでの規定にかかわらず、次に掲げる要件のいずれ

にも適合する場合は、指定短期入所生活介護の利用者の数及び

当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数に応じてｂから

ｅまでの規定に基づき算出される数に十分の八を乗じて得た数

以上

ⅰ・ⅱ　（略）

ⅲ　見守り機器及び情報通信機器（以下「見守り機器等」とい

う。）を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職

員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、見守

り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、

一　指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

イ　（略）

ロ 併設型短期入所生活介護費又は併設型ユニット型短期入所生活介護

費を算定すべき指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に

関する基準

⑴ 併設型短期入所生活介護費を算定すべき指定短期入所生活介護の

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

㈠　当該指定短期入所生活介護事業所が指定居宅サービス基準第百

二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム（老人

福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の五に規定す

る特別養護老人ホームをいい、ユニット型特別養護老人ホーム

（特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成十一年

厚生省令第四十六号）第三十二条に規定するユニット型特別養護

老人ホームをいう。以下同じ。）を除く。以下同じ。）である場合

の指定短期入所生活介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基

準

　夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであるこ

と。

ａ～ｅ　（略）

ｆ　ｂからｅまでの規定にかかわらず、次に掲げる要件のいずれ

にも適合する場合は、指定短期入所生活介護の利用者の数及び

当該特別養護老人ホームの入所者の数の合計数に応じてｂから

ｅまでの規定に基づき算出される数に十分の八を乗じて得た数

以上

ⅰ・ⅱ　（略）

ⅲ　見守り機器及び情報通信機器（以下「見守り機器等」とい

う。）を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職

員の負担軽減に関する次に掲げる事項を実施し、かつ、利用

者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

1－ 3　�厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１2年厚生省告示第29
号）（抄）

●令和６年４月１日施行
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Ⅵ 令和６年度介護報酬改定 報酬関係通知等（3月15日・18日）
1「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係
る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の一部改
正について（令 6.3.15 老高発 0315 第１・老認発 0315 第１・老老発 0315 第１）

（報酬告示に関する通知）
①《別紙１》居宅サービス（訪問通所等）・居宅介護支援
〔指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与
に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て（平12.3.1老企36）〕の一部改正………………………… 683
　第１　届出手続の運用…………………………………… 683
　第２－１　通則…………………………………………… 683
　第２－２　訪問介護費…………………………………… 684
　第２－３　訪問入浴介護費……………………………… 688
　第２－４　訪問看護費…………………………………… 689
　第２－５　訪問リハビリテーション費………………… 692
　第２－６　居宅療養管理指導費………………………… 694
　第２－７　通所介護費…………………………………… 696
　第２－８　通所リハビリテーション費………………… 700
　第２－９　福祉用具貸与費……………………………… 705
　第３　居宅介護支援費…………………………………… 705
②《別紙２》居宅サービス（短期入所等）・施設サービス
〔指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部
分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に
関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平
12.3.8老企40）〕の一部改正………………………………… 712
　第１　届出手続の運用…………………………………… 712
　第２－１　通則…………………………………………… 712
　第２－２　短期入所生活介護費………………………… 713
　第２－３　短期入所療養介護費………………………… 716
　第２－４　特定施設入居者生活介護費………………… 721
　第２－５　介護福祉施設サービス……………………… 725
　第２－６　介護保健施設サービス……………………… 731
　第２－８　介護医療院サービス………………………… 736
③《別紙３》特定診療費〔特定診療費の算定に関する留意
事項について（平12.3.31老企58）〕の一部改正… ……… 743

④《別紙４》介護予防サービス〔指定介護予防サービスに
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上
の留意事項について（平18.3.17老計発0317001・老振発
0317001・老老発0317001）〕の一部改正… ……………… 745
　第１　届出手続の運用…………………………………… 745
　第２－１　通則…………………………………………… 745
　第２－２　介護予防訪問入浴介護費…………………… 746
　第２－３　介護予防訪問看護費………………………… 747
　第２－４　介護予防訪問リハビリテーション費……… 749
　第２－５　介護予防居宅療養管理指導費……………… 751
　第２－６　介護予防通所リハビリテーション費……… 753
　第２－７　介護予防短期入所生活介護費……………… 756
　第２－８　介護予防短期入所療養介護費……………… 758
　第２－９　介護予防特定施設入居者生活介護費……… 760
　第２－10　介護予防福祉用具貸与費…………………… 762
　第２－11　介護予防支援………………………………… 763
⑤《別紙５》地域密着型（介護予防）サービス〔指定地域
密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及
び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て（平18.3.31老計発0331005・老振発0331005・老老発
0331018）〕の一部改正……………………………………… 766
　第１　届出手続の運用…………………………………… 766
　第２－１　通則…………………………………………… 766
　第２－２　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費…… 766

　第２－３　夜間対応型訪問介護費……………………… 770
　第２－３の２　地域密着型通所介護費………………… 770
　第２－４　認知症対応型通所介護費…………………… 774
　第２－５　小規模多機能型居宅介護費………………… 776
　第２－６　認知症対応型共同生活介護費……………… 777
　第２－７　地域密着型特定施設入居者生活介護費…… 780
　第２－８…　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

費………………………………………………… 783
　第２－９　複合型サービス費…………………………… 789
　第３　地域密着型介護予防サービス（改正なし）
⑥《別紙６》特別療養費〔特別療養費の算定に関する留意
事項について（平20.4.10老老発0410002）〕の一部改正…… 796

⑦《別紙７》特別診療費〔特別診療費の算定に関する留意
事項について（平30.4.25老老発0425第２）〕の一部改正
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な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について
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　　…………………………………………………………… 800
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て（令6.3.15老老発0315第４）……………………………… 838
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①
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・
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用
／
通
則
）

3 

所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者 人以上にサ

ービスを行う場合の減算を算定する場合等については、対象となる単

位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定

することとする。

（例１）訪問介護（身体介護中心 分以上１時間未満で 単位）

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の ％を加算

× ＝ → 単位

・この事業所が特定事業所加算Ⅳを算定している場合、所定単位数の

３％を加算

× ＝ → 単位

＊ × × ＝ として四捨五入するのではない。

（例２）訪問介護（身体介護中心 分以上１時間未満で 単位）

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象と

なる単位数の合計に ％を加算

×６回＝ 単位

× ＝ → 単位

② 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点

以下）の端数については「切り捨て」とする。

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合

（地域区分は１級地）

単位×８回＝ 単位

単位× 円／単位＝ 円→ 円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした

単位数（整数値）である。

所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者 人以上にサ

ービスを行う場合の減算を算定する場合等については、対象となる単

位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定

することとする。

（例１）訪問介護（身体介護中心 分以上 分未満で 単位）

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の ％を加算

× ＝ → 単位

・この事業所が特定事業所加算Ⅳを算定している場合、所定単位数の

５％を加算

× ＝ → 単位

＊ × × ＝ として四捨五入するのではない。

（例２）訪問介護（身体介護中心 分以上１時間未満で 単位）

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象と

なる単位数の合計に ％を加算

×６回＝ 単位

× ＝ → 単位

② 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点

以下）の端数については「切り捨て」とする。

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合

（地域区分は１級地）

単位×８回＝ 単位

単位× 円／単位＝ 円→ 円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした

単位数（整数値）である。

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略）

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ

て

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と

する。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーシ

ョンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状

況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必

要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞ

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ

て

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と

する。ただし、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーシ

ョンを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状

況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必

要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞ

2 

開始するものとすること。

ただし、令和６年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとす

る。

開始するものとすること。

ただし、令和３年４月から算定を開始する加算等の届出については、

前記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとす

る。

２ 届出事項の公開

届出事項については都道府県（地方自治法（昭和 年法律第 号）第

条の 第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第

条の 第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又

は中核市。以下同じ。）（指定居宅介護支援事業者に係る届出事項について

は、市町村。）において閲覧に供するほか、事業者においても利用料に係る

情報として事業所内で掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載することになる

こと。また、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情

報公表システムをいい、介護保険法施行規則（平成 年厚生省令第 号）

第 条の 各号に掲げる基準に該当する事業所については、介護サービ

ス情報公表制度における報告義務の対象ではないことから、ウェブサイト

への掲載は行うことが望ましいこと。なお、居宅療養管理指導については、

自ら管理するホームページ等を有さず、ウェブサイトへの掲載が過重な負

担となる場合は、これを行わないことができる。

２ 届出事項の公開

届出事項については都道府県（地方自治法（昭和 年法律第 号）第

条の 第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第

条の 第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、指定都市又

は中核市。以下同じ。）（指定居宅介護支援事業者に係る届出事項について

は、市町村。）において閲覧に供するほか、事業者においても利用料に係る

情報として事業所内で掲示することになること。

３～６ （略） ３～６ （略）

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで

及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項

１ 通則

⑴ 算定上における端数処理について

① 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四

捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗

じていく計算になる。

（削る）

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで

及び福祉用具貸与費に係る部分に限る。）に関する事項

１ 通則

⑴ 算定上における端数処理について

① 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何ら

かの割合を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四

捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗

じていく計算になる。

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準等の一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第 号）附則

第 条に規定する単位数の計算を行う場合も、小数点以下の端数処理

（四捨五入）を行うが、小数点以下の端数処理の結果、上乗せされる

単位数が１単位に満たない場合は、１単位に切り上げて算定する。

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業

別紙１
○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指

定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 年３月１日老企第 号厚生省老人

保健福祉局企画課長通知）（抄）

1 

新 旧

第１ 届出手続の運用

１ 届出の受理

⑴ （略）

⑵ 電子情報処理組織による届出

① ⑴の規定にかかわらず、届出は厚生労働省の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を行おうとする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用す

る方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、厚生労

働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録

されるもの（以下「電子情報処理組織を使用する方法」という。）や電

子メールの利用等により行わせることができる。

② ⑴の規定にかかわらず、届出のうち、居宅サービス単位数表及び居

宅介護支援単位数表において、電子情報処理組織を使用する方法によ

るとされた届出については、電子情報処理組織を使用する方法（やむ

を得ない事情により当該方法による届出を行うことができない場合に

あっては、電子メールの利用その他の適切な方法）により行わせるこ

ととする。なお、都道府県知事等が電子情報処理組織を使用する方法

による届出の受理の準備を完了するまでの間は、この限りでない。

③ ①、②の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出につ

いては、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の

当該届出に関する通知の規定を適用する。

④ 電子情報処理組織を使用する方法や電子メールの利用等により行わ

れた届出は、当該届出を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該行政機関等に到達した

ものとみなす。

⑶～⑸ （略）

第１ 届出手続の運用

１ 届出の受理

⑴ （略）

⑵ 電子情報処理組織による届出

① ⑴の規定にかかわらず、届出は電子情報処理組織（届出が行われる

べき行政機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）とその届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。ただし、当該行政機関等の使用に

係る電子計算機と接続した際に当該行政機関等からプログラムが付与

される場合は、その付与されるプログラムを正常に稼働させられる機

能を備えているものに限る。以下同じ。）を使用する方法により行わせ

ることができる。

（新設）

② ①の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出について

は、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の当該

届出に関する通知の規定を適用する。

③ 電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出は、当該届出

を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に当該行政機関等に到達したものとみなす。

⑶～⑸ （略）

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 日以前になされ

た場合には翌月から、 日以降になされた場合には翌々月から、算定を

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）

については、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業

者に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月 日以前になされ

た場合には翌月から、 日以降になされた場合には翌々月から、算定を
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Ⅶ 令和６年度介護報酬改定 基準関係通知（3月15日）
1「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係
る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の一部改
正について（令 6.3.15 老高発 0315 第１・老認発 0315 第１・老老発 0315 第１）

（基準省令に関する通知）
①《別紙10》指定居宅サービス等・指定介護予防サービス

等〔指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に
関する基準について（平11.9.17老企25）〕の一部改正…… 888
第１　基準の性格（改正なし）
　第２　総論………………………………………………… 888
　第３－一　訪問介護……………………………………… 888
　第３－二　訪問入浴介護………………………………… 891
　第３－三　訪問看護……………………………………… 892
　第３－四　訪問リハビリテーション…………………… 892
　第３－五　居宅療養管理指導…………………………… 894
　第３－六　通所介護……………………………………… 894
　第３－七　通所リハビリテーション…………………… 895
　第３－八　短期入所生活介護…………………………… 898
　第３－九　短期入所療養介護…………………………… 901
　第３－十　特定施設入居者生活介護…………………… 904
　第…３－十の二　外部サービス利用型特定施設入居者生活
介護（改正なし）

　第３－十一　福祉用具貸与……………………………… 907
　第３－十二　特定福祉用具販売………………………… 908
　第４　介護予防サービス………………………………… 909
　第５　雑則………………………………………………… 913
②《別紙11》指定地域密着型サービス・指定地域密着型介

護予防サービス〔指定地域密着型サービス及び指定地域
密着型介護予防サービスに関する基準について（平
18.3.31老計発0331004・老振発0331004・老老発0331017）〕
の一部改正…………………………………………………… 915
第１　基準の性格（改正なし）
　第２　総論………………………………………………… 915
　第３－一　定期巡回・随時対応型訪問介護看護……… 915
　第３－二　夜間対応型訪問介護………………………… 918
　第３－二の二　地域密着型通所介護…………………… 919

療養通所介護…………………………… 920
　第３－三　認知症対応型通所介護……………………… 921
　第３－四　小規模多機能型居宅介護…………………… 922
　第３－五　認知症対応型共同生活介護………………… 924
　第３－六　地域密着型特定施設入居者生活介護……… 926
　第３－七　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　…………………………………………………………… 927
　第３－八　看護小規模多機能型居宅介護……………… 931
　第４　地域密着型介護予防サービス…………………… 932
　第５　雑則（改正なし）
③《別紙12》指定居宅介護支援等〔指定居宅介護支援等の
事業の人員及び運営に関する基準について（平11.7.29老
企22）〕の一部改正… ……………………………………… 934

④《別紙13》指定介護予防支援等〔指定介護予防支援等の
事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介
護予防のための効果的な支援の方法に関する基準につい
て（平18.3.31老振発0331003・老老発0331016）〕の一部改
正……………………………………………………………… 941

⑤《別紙14》指定介護老人福祉施設〔指定介護老人福祉施
設の人員、設備及び運営に関する基準について（平
12.3.17老企43）〕の一部改正… …………………………… 948

⑥《別紙15》介護老人保健施設〔介護老人保健施設の人員、
施設及び設備並びに運営に関する基準について（平
12.3.17老企44）〕の一部改正… …………………………… 956

⑦《別紙16》介護医療院〔介護医療院の人員、施設及び設
備並びに運営に関する基準について（平30.3.22老老発
0322第１）〕の一部改正… ………………………………… 963

⑧《別紙17》訪問看護計画書及び訪問看護報告書等〔訪問
看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて（平
12.3.30老企55）〕の一部改正… …………………………… 971

⑨《別紙18》介護予防支援業務に係る関連様式例〔介護予
防支援業務に係る関連様式例の提示について（平18.3.31
老振発0331009）〕の一部改正……………………………… 972

⑩《別紙19》介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出
書の様式〔介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出
書の様式について（平18.3.31老振発0331010）〕の一部改
正……………………………………………………………… 976

⑪《別紙20》介護・医療連携推進会議、運営推進会議を活
用した評価の実施等〔指定地域密着型サービスの事業の
人員、設備及び運営に関する基準第３条の37第１項に定
める介護・医療連携推進会議、第34条第１項（第88条、
第108条及び第182条において準用する場合に限る。）に規
定する運営推進会議を活用した評価の実施等について（平
27.3.27老振発0327第４・老老発0327第１）〕の一部改正
　　…………………………………………………………… 976
⑫《別紙21》居宅介護支援等に係る書類・事務手続き等関

係〔居宅介護支援等に係る書類・事務手続きや業務負担
等の取扱いについて（令3.3.31老介発0331第１・老高発
0331第２・老認発0331第３・老老発0331第２）〕の一部改
正……………………………………………………………… 977

2「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関
する基準」等における生産性向上に先進的に取り組む特
定施設等に係る人員配置基準の留意点について（令6.3.15
老高発0315第５）… ………………………………………… 979

※３月14日・15日・18日発出通知一覧については682頁参照
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３ （略） ３ （略）

４ 運営に関する基準

⑴ 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 条）

①・②（略）

③ 基準第 条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。

なお、基準第 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。

４ 運営に関する基準

⑴ 指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針（基準第 条）

①・②（略）

③ 基準第 条第５号及び第６号は、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。

なお、基準第 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。

④ 同条第第７号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会」とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会で

あり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成

する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した

構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門

医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項等が相互

に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これと一

体的に設置・運営することとして差し支えない。

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚

生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が、報告、改善のための方

策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化について、施

設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。

（新設）
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指針一のハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用さ

れる基準省令第３条の に関する第３の一の４の の①に準ずるもの

とする。

八 看護小規模多機能型居宅介護

１ （略）

八 看護小規模多機能型居宅介護

１ （略）

２ 人員に関する基準

⑴ （略）

⑵ 管理者（基準第 条）

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、か

つ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する者である。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がない場合に

は、他の職務を兼ねることができるものとする。

イ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能

型居宅介護従業者としての職務に従事する場合

ロ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又

は従業者としての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、

施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該

看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者へのサービス提供の場

面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元

的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施

設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の

他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべ

き事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入

所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護職員又は介護

職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている

場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やか

に当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は利用者へのサー

ビス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合

などは、管理業務に支障があると考えられる。）

（削除）

②～⑤ （略）

⑶ （略）

２ 人員に関する基準

⑴ （略）

⑵ 管理者（基準第 条）

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は常勤であり、か

つ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する者である。ただ

し、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がない場合に

は、他の職務を兼ねることができるものとする。

イ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能

型居宅介護従業者としての職務に従事する場合

ロ 事業所に併設する基準第 条第７項各号に掲げる施設等の職務

に従事する場合

ハ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が健康保険法による

指定を受けた訪問看護ステーションである場合に、当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の管理者又は従事者としての職務に従

事する場合

②～⑤ （略）

⑶ （略）
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イ 施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

二 施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関す

る基本方針

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針

へ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

⑥ 介護職員その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研

修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知

識を普及・啓発するとともに、当該指定ユニット型地域密着型介護老

人福祉施設における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定ユニット型

地域密着型介護老人福祉施設が指針に基づいた研修プログラムを作成

し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には

必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修

の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。

（新設）

⑸～⑼（略） ⑸～⑼（略）

⑽ 準用

基準第 条の規定により、第３条の７、第３条の８、第３条の 、

第３条の 、第３条の 、第３条の 、第３条の の２、第３条の 、

第３条の 、第３条の 、第３条の の２、第３条の 、第 条、第

条、第 条第１項から第４項まで、第 条の２、第 条から第

条まで、第 条、第 条、第 条から第 条まで及び第 条

から第 条までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設に準用されるものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅

、 及び 、第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④まで、第３の四の

４の⒇並びに第３の七の４の⑴、⑵、⑸、⑻、⑽から⒄まで及び⒇から

までを参照されたい。この場合において、準用される基準第 条第１項

から第４項までの規定について、運営推進会議の複数の事業所の合同開

催については、合同で開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会

議の開催回数の半数を超えないこととすること。

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する

⑽ 準用

基準第 条の規定により、第３条の７、第３条の８、第３条の 、

第３条の 、第３条の 、第３条の 、第３条の の２、第３条の 、

第３条の 、第３条の 、第３条の の２、第３条の 、第 条、第

条、第 条第１項から第４項まで、第 条から第 条まで、第

条、第 条、第 条から第 条まで及び第 条から第 条

までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に準用され

るものであるため、第３の一の４の⑵、⑶、⑸、⑹、⒁、⒅、 、 及び

、第３の二の二の３の⑷及び⑽の①から④まで並びに第３の七の４の

⑴、⑵、⑸、⑻、⑽から⒄まで及び⒇から までを参照されたい。この場

合において、準用される基準第 条第１項から第４項までの規定につい

て、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催す

る回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えな

いこととすること。
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Ⅷ　総合事業
1　�総合事業の訪問型／通所型サービス（指定相当）・介護予防ケアマネジメントに係る報酬告示　新旧
対照表……988

　　�介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年
厚生労働省告示第72号）〔令和６年３月15日厚生労働省告示第85号第５条及び告示第86号第59条によ
る改正〕

2　�総合事業の訪問型／通所型サービス（指定相当）に係る基準告示……999
　�介護保険法施行規則第140条の63の６第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労
働省告示第71号）〔令和６年３月15日厚生労働省告示第84号による全部改正〕

3　�報酬算定留意事項通知……1008
「介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴
う実施上の留意事項について」の一部改正について（令和６年老認発0315第５号）
（参考）関連事務連絡……1013
介護予防・日常生活支援総合事業に係る第一号事業支給費の額を市町村が別に定める場合の取扱いに
ついて（周知）（令和６年３月15日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課事務連絡）

4　�サービスの基準解釈通知……1014
介護保険法施行規則第140条の63の６第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準について（令和６
年老認発0315第４号）

5　�令和６年度改正の概要……1017
介護予防・日常生活支援総合事業のうち第一号事業に係る厚生労働大臣が定める基準案について（周
知）（令和６年３月７日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課事務連絡）
※事務連絡中の別添１（基準告示案）及び別添２（報酬告示案）は掲載略
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改　　正　　後 改　　正　　前

（下線部分は令和６年４月改正部分）

一　指定相当訪問型サービス（介護保険法施行規則第百四十条の六十三の

六第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和六年厚生労働省告

示第八十四号。以下「指定相当訪問型サービス等基準」という。）第三

条に規定する指定相当訪問型サービスをいう。以下同じ。）、指定相当通

所型サービス（指定相当訪問型サービス等基準第四十七条に規定する指

定相当通所型サービスをいう。以下同じ。）及び介護予防ケアマネジメ

ント（介護保険法施行規則（平成十一年厚生省令第三十六号）第百四十

条の六十三の六第一号イに規定する基準に従って介護保険法（平成九年

法律第百二十三号。以下「法」という。）第百十五条の四十五の三第一

項に規定する指定事業者が行う法第百十五条の四十五第一項第一号ニに

規定する第一号介護予防支援事業をいう。以下同じ。）に要する費用の

額は、別表単位数表により算定するものとする。

二　指定相当訪問型サービス、指定相当通所型サービス及び介護予防ケア

マネジメントに要する費用の額は、厚生労働大臣が定める一単位の単価

（平成二十七年厚生労働省告示第九十三号）に規定する訪問介護、通所

介護及び介護予防支援に係る一単位の単価に別表に定める単位数を乗じ

て算定するものとする。

三　前二号の規定により指定相当訪問型サービス、指定相当通所型サービ

ス及び介護予防ケアマネジメントに要する費用の額を算定した場合にお

いて、その額に一円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨て

て計算するものとする。

別表

単位数表

１　訪問型サービス費

イ １週当たりの標準的な回数を定める場合（１月につき）

⑴ １週に１回程度の場合 1,176単位

⑵ １週に２回程度の場合 2,349単位

⑶ １週に２回を超える程度の場合 3,727単位

ロ １月当たりの回数を定める場合（１回につき）

⑴ 標準的な内容の指定相当訪問型サービスである場合 287単位

⑵ 生活援助が中心である場合

㈠　所要時間20分以上45分未満の場合 179単位

㈡　所要時間45分以上の場合 220単位

⑶ 短時間の身体介護が中心である場合 163単位

（削る）

（削る）

（削る）

（削る）

（削る）

注１�　利用者に対して、指定相当訪問型サービス事業所（指定相当訪

問型サービス等基準第４条第１項に規定する指定相当訪問型サー

ビス事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に規定す

る訪問介護員等をいう。以下同じ。）が、指定相当訪問型サービ

スを行った場合に、介護予防サービス計画（指定相当訪問型サー

ビス等基準第14条に規定する介護予防サービス計画をいう。以下

同じ。）に位置付けられた標準的な回数又は内容で、それぞれ所

定単位数を算定する。

（削る）

（削る）

一　訪問型サービス（介護保険法（平成九年法律第百二十三号。以下「法」

という。）第百十五条の四十五第一項第一号イに規定する第一号訪問事

業のうち、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成二十六年法律第八十三号）第五条

の規定による改正前の法（以下「平成二十六年改正前法」という。）第

八条の二第二項に規定する介護予防訪問介護に相当するサービスをい

う。以下同じ。）、通所型サービス（法第百十五条の四十五第一項第一号

ロに規定する第一号通所事業のうち、平成二十六年改正前法第八条の二

第七項に規定する介護予防通所介護に相当するサービスをいう。以下同

じ。）及び介護予防ケアマネジメント（法第百十五条の四十五第一項第

一号ニに規定する第一号介護予防支援事業のうち、指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十七

号）に規定する介護予防支援に相当するサービスをいう。以下同じ。）

に要する費用の額は、別表単位数表により算定するものとする。

二　訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントに要

する費用の額は、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成二十七年厚

生労働省告示第九十三号）に規定する訪問介護、通所介護及び介護予防

支援に係る一単位の単価に別表に定める単位数を乗じて算定するものと

する。

三　前二号の規定により訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケ

アマネジメントに要する費用の額を算定した場合において、その額に一

円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものと

する。

別表

単位数表

１　訪問型サービス費

イ 訪問型サービス費（Ⅰ） 1,176単位

ロ 訪問型サービス費（Ⅱ） 2,349単位

ハ 訪問型サービス費（Ⅲ） 3,727単位

ニ 訪問型サービス費（Ⅳ） 268単位

ホ 訪問型サービス費（Ⅴ） 272単位

ヘ 訪問型サービス費（Ⅵ） 287単位

ト 訪問型サービス費（短時間サービス） 167単位

注１�　利用者に対して、訪問型サービス事業所（訪問型サービスの事

業を行う事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（介護保険

法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４

号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労

働省令第35号。以下「旧指定介護予防サービス基準」という。）

第５条第１項に規定する訪問介護員等に相当する者をいう。以下

同じ。）が、訪問型サービスを行った場合に、次に掲げる区分に

応じ、イからハまでについては１月につき、ニからトまでについ

ては１回につき、それぞれ所定単位数を算定する。

イ 訪問型サービス費（Ⅰ）　介護予防サービス計画（法第８条

の２第16項に規定する介護予防サービス計画をいい、介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の９第１号ハ及

びニに規定する計画を含む。以下同じ。）及びケアプランにお

いて１週に１回程度の訪問型サービスが必要とされた事業対象

者（介護保険法施行規則第140条の62の４第２号に定める者を

いう。以下同じ。）又は要支援状態区分が要支援１若しくは要

支援２である者に対して訪問型サービスを行った場合

ロ 訪問型サービス費（Ⅱ）　介護予防サービス計画及びケアプ

ランにおいて１週に２回程度の訪問型サービスが必要とされた

事業対象者又は要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２で

1　�総合事業の訪問型／通所型サービス（指定相当）・介護予防ケアマネジメントに係る報酬告示　
新旧対照表

●令和６年４月改正分（６月改正分→997頁）
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ては以下の略記を用いている。
施設系サービス：介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院
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・ ただし、以下の諸手当は、新加算等の算定、賃金改善の対象となる「賃金」には含めて

差し支えないが、「決まって毎月支払われる手当」には含まれない。

・ 月ごとに支払われるか否かが変動するような手当

・ 労働と直接的な関係が薄く、当該労働者の個人的事情により支給される手当（通勤手

当、扶養手当等）

問１―４ 時給や日給を引き上げることは、基本給等の引上げに当たるか。

（答）

・ 基本給が時給制の職員についてその時給を引き上げることや、基本給が日給制の職員に

ついてその日給を引き上げることは、新加算等の算定に当たり、基本給の引上げとして取

り扱って差し支えない。また、時給や日給への上乗せの形で支給される手当については、

「決まって毎月支払われる手当」と同等のものと取り扱って差し支えない。

問１―５ キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たすために取り組む費用につい

て、賃金改善額に含めてもよいか。

（答）

・ 新加算等の取扱いにおける「賃金改善」とは賃金の改善をいうものであることから、キ

ャリアパス要件及び職場環境等要件を満たすために取り組む費用については、新加算等

の算定に当たり、賃金改善額に含めてはならない。

問１―６ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、新加算等により得た

加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。

（答）

・ 新加算等の加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、予定し

得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、当該加算額を最低

賃金額と比較する賃金に含めることとなるが、新加算等の目的等を踏まえ、最低賃金を満

たした上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。

問１―７ 賃金改善額に含まれる法定福利費等の範囲について。

（答）

・ 賃金改善額には次の額を含むものとする。

・ 法定福利費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金、雇用保険

料、労災保険料等）における、新加算等による賃金改善分に応じて増加した事業主負担

分

問１―２ 前年度から事業所の介護職員等の減少や入れ替わり等があった場合、どのよ

うに考えればよいか。

（答）

・ 実績報告書における①「令和６年度の加算の影響を除いた賃金額」と②「令和５年度の

加算及び独自の賃金改善の影響を除いた賃金額」の比較は、新加算等及び交付金等による

賃金改善以外の部分で賃金水準を引き下げていないことを確認するために行うものであ

る。

・ 一方で、賃金水準のベースダウン（賃金表の改訂による基本給等の一律の引下げ）等を

行ったわけではないにも関わらず、事業規模の縮小に伴う職員数の減少や職員の入れ替

わり（勤続年数が長く給与の高い職員が退職し、代わりに新卒者を採用した等）といった

事情により、上記①の額が②の額を下回る場合には、②の額を調整しても差し支えない。

・ この場合の②の額の調整方法については、例えば、

・ 退職者については、その職員が、前年度に在籍していなかったものと仮定した場合に

おける賃金総額を推計する

・ 新規採用職員については、その者と同職であって勤務年数等が同等の職員が、本年度

に在籍したものと仮定した場合における賃金総額を推計する

等の方法が想定される。

例：

勤続 年
（賃金 万円
月）

勤続５年
（賃金 万円
月）

勤続１年
（賃金 万円
月）

賃金総額
※新加算等を
除く

令和
５年度

実 際 の
人数

人
（計 万円）

５人
（計 万円）

５人
（計 万円）

万円

調整後 ５人
（計 万円）
※上記の 人
のうち５人は
在籍しなかっ
たものと仮定

５人
（計 万円）
※調整なし

人
（計 万円）
※上記の 人
に加え５人在
籍したものと
仮定

万円

令和
６年度

実 際 の
人数

５人
（計 万円）

５人
（計 万円）

人
（計 万円）

万円

問１―３ 「決まって毎月支払われる手当」とはどのようなものか。

（答）

・ 「決まって毎月支払われる手当」とは、労働と直接的な関係が認められ、労働者の個人

的事情とは関係なく支給される手当を指す。

・ また、決まって毎月支払われるのであれば、月ごとに額が変動するような手当も含む。

【【賃賃金金改改善善方方法法・・対対象象経経費費】】

問１－１ 賃金改善の基準点はいつの時点になるのか。

（答）

・ 「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提

示について」（老発 第１号 令和６年３月 日厚生労働省老健局長通知）（以下「通

知」という。）において、介護職員等処遇改善加算（以下「新加算」という。）、介護職員

処遇改善加算（以下「旧処遇改善加算」という。）、介護職員等特定処遇改善加算（以下「旧

特定加算」という。）及び介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「旧ベースアップ等

加算」という。以下、旧処遇改善加算、旧特定加算、旧ベースアップ等加算を合わせて「旧

３加算」という。）を算定する介護サービス事業者又は介護保険施設（介護予防・日常生

活支援総合事業の事業者を含む。以下「介護サービス事業者等」という。）は、新加算等

の算定額に相当する介護職員その他の職員の賃金（基本給、手当、賞与等（退職手当を除

く。以下同じ。）を含む。）の改善（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加

分を含むことができる。以下「賃金改善」という。）を実施しなければならないとしてい

る。

・ 賃金改善の額は、新加算及び旧３加算（以下「新加算等」という。）を原資として賃金

改善を実施した後の実際の賃金水準と、新加算等を算定しない場合の賃金水準との比較

により、各介護サービス事業者等において算出する。新加算等を算定しない場合の賃金水

準は、原則として、初めて新加算等又は交付金等（平成 年度補正予算による介護職員

支援交付金並びに令和３年度及び令和５年度補正予算による介護職員処遇改善支援補助

金をいう。以下同じ。）を算定した年度の前年度における賃金水準とする。

・ ただし、介護サービス事業者等における職員構成の変動等により、初めて新加算等又は

交付金等を算定した年度の前年度における賃金水準を推計することが困難な場合又は現

在の賃金水準と比較することが適切でない場合は、新加算等を算定しない場合の賃金水

準を、新加算等を除いた介護報酬の総単位数の見込額に基づく営業計画・賃金計画を策定

した上で試算する等の適切な方法により算出し、賃金改善額を算出することとしても差

し支えない。

・ また、介護サービス事業所等（介護サービス事業所又は介護保険施設（介護予防・日常

生活支援総合事業の事業所を含む）。以下同じ。）を新規に開設した場合については、新加

算等を算定しない場合の賃金水準を、新加算等を除いた介護報酬の総単位数の見込額に

基づく営業計画・賃金計画を策定する等の適切な方法により算出した上で試算する等の

適切な方法により算出し、賃金改善額を算出することとしても差し支えない。

事 務 連 絡

令和６年３月 日

都道府県

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中

中 核 市

厚生労働省老健局老人保健課

「介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ（第１版）」の送付について

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々御尽力をいただき、厚く御

礼申し上げます。

別添の通り、「介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ（第１版）」を送付い

たしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管下市町村又は事

業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なきよう、よろしくお願

い申し上げます。なお、本Ｑ＆Ａは今後も適宜更新してまいりますので、御承知

おきください。
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